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This paper reconstructs fire disasters, recorded in the Kyoto-Hinode Times, a major newspaper in Taisho-period 
Kyoto. In order to make a fire disaster a dataset, we searched articles with “fire” and words related to it as 
keywords from articles of the Times. Among them, we can put about 1,000 cases on a map of Kyoto. Based on 
these reconstructed fires, we analyze their geographical distribution by using GIS. Our research results demonstrate 
that the inner-city fires tended to remain disasters on a smaller scale. With these results, we argue that combination 
of GIS and newspaper articles can suggest urbanites' activities in places where we cannot clearly know only from 
historical census. 
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１． に 

 
大正期の京都は、1918(大正 7)年に上・下京の 防 の開 、ポンプ自動車の配備といった 防 備の近 化が

んだ。その後もポンプ自動車の 加配備、 い路地に対応できるオートバイクによる ース 車の配備構想、

防出張所の配備 1)など 々とした みながら、ハード面の強化が行われた。さらに大正 10 年 には近 的な京

都市の都市計画が構想されることにも注目しなければならない 2)。また当 時期は、京都市の 外化が問題になっ

ており、大正期京都の災害の発生動向を検討することは、今日的な防災政策を検討する上で意義があろう。 
 本 は、大正期京都の歴史災害の発生状 を歴史 データ ースと GIS を用いて検討を試みようとするもの

である。こうした分 手法を 用した先行研究としては、 ほか（2007）3)・ 本ほか（2009）4)の研究が げ

られる。両研究では、それぞれ平安時 末期、 時 の平安京域の火災に関する史 を 力的に集め、 災地域

をポリ ンデータによって復原し、火災発生地域による 災 の 異から、当 地域の都市構造を分 できる可

能性を指 している。 
 ほか・ 本ほかの成果にあるような歴史 データ ースと GIS を用いた分 手法は、一定の都市域の歴

史災害を復原して、その全体的な 向を理解するために有効な手法であると考えられる。両研究が対象としてきた

平安・ 時 において、 災地域の全体的な 向を把握することに重点を置いているのは、復原した火災を十分
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に検討できるような文献史 が少ないことに起因すると思われる。 
 一方で、当 地域における歴史災害の全体像だけでなく、文献史 の記述が個 かつ に 認でき、時 背

も現在から比較的近い時 を対象とした場合、こうした復原を通じて特 的な地域を 出した上で、当時の人々の

神性や都市構造を、より 密に分 することも可能であると考えられる。 
以上の観点から、本 では大正期の京都を分 対象として、 京都歴史災害研究 8 5)「大正期 京都日出新

歴史災害記事データ ース（以下「新 データ ース」とする）」を用いて歴史災害の復原を試みる。 
これまで「新 データ ース」を用いた研究には 田（2008）6)があり、「新 データ ース」の 要が さ

れている。 田はその中で 京都 統計書 の公的な統計と「新 データ ース」とを比較検討した上で、その

性 の違いを認識しておく必要があると指 している。 かに 京都 統計書 は、京都 ・市の歴史災害の全体

像を把握するためには欠かせない史 ではあるが、個 の災害について検討するにはやや不向きである。一方「新

データ ース」は、火災原因・ ・人々の対応はもとより、火災発生地点を 点・ といった なレ ル

で把握することができる。こうした多 多 にわたる情報が されている「新 データ ース」は、一定の行政

区 とに集計された公的な統計では検討できない かな地域単位で、歴史災害を 々な 度から分 することが

できる に 程範囲の広い史 である 7)。 
本 では、 防 備・体制の 実との関わりから、大正期の京都の や人々の意識や行動を考 するために、歴

史災害の中でも火災を対象とし、「新 データ ース」に されている 1913(大正 2)年から 1926(大正 15)年の火

災発生地点を復原した。その上で、火災多発地域・大火発生地域を把握し、それぞれ典型的な地域について 京都

日出新 の記事を参 しつつ、火災発生の要因と当時の人々の対応について検討を行った。なお本 で言う京都

とは、1912(大正元)年当時の京都市域 8)を指している。 
 
２．分 ： ー の  
 
大正期を通して京都で発生した火災を行政区・ 区レ ルではなく、より な地域レ ルで分 するために、

点・ レ ルで火災地点を復原する。そのために、「新 データ ース」から火災の報道記事を 出し、それ

ぞれの記事に位置情報（経度と 度）を 加する。位置情報は、記事の内 を参考に、GIS9)に取り込んだ 1912(大
正元)年発行の正 2 分の 地形図 10)上にポイントデータで 現した。この地形図は、大正期京都の都市域を把

握するのに している上、どの地点で火災が発生していたのか、つぶさに 認することができる。なお、今回「新

データ ース」から火災に関する記事 11)は、1,551 件であった。その中で 1,095 件が火災の報道記事で、そのう

ち 1,016 件（93%）を地図上に復原することができた。 
 
３． 期 都の火災の 要 

  
まず個 の事例分 を行う前に、1913(大正 2)年から 1926(大正 15)年までの復原に成 した 1,016 件の火災の発

生 向について述べておきたい。図 1 からは大正期京都の全域で、かなりの数の火災が発生していることが み取

れる。火災の多くは、「小火（431 件）」、「不明（99 件）」、「1 3 軒（424 件）」といった、比較的小 な火災であ

る。しかし大正期京都は、 地で火災が多発していたのである。より に地域 とに見ると、 通以北では

火災の が小さいのに対し、 通以南では大 火災が多く発生していることがわかる。中でも、特に 条

通から 条通にかけては、 を問わず火災が多く発生しており、とりわけ大 火災が集中していることが注目

できる。 
 次に、火災が 発している地域を把握するために、図 2 では発生状 を空間密度（カー ル密度推定法）と発生

地点を重 て表示した。この図からは、 条通と 条通の高 通・寺 通・川端通 近で特に密度が高く、その他

二条城の南東側なども火災発生地点が密集していることがわかる。また、火災多発地域からわずかに離れた 辺部

で大 火災が発生している点が注目できる 12)。 
 次章では、本章での検討を まえて、図 2 の火災多発地域のうち、最も火災の発生密度が高かった 条新京極周

辺を分 対象として取り上げる。 
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  1 期 都の火災 地 と （ 都 の火災 より ） 

（ ： 期 都の都市域  ： の ） 

 
2 期 都の火災 地 の 密 と （ 都 の火災 より ） 

（ ： 期 都の都市域  ： の ） 
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４  火災 地域の分  

 
 条新京極 近で発生した火災は、「新 データ ース」では 10 例が 認されている（表 1：A J）。このうち、

場や 居小屋など大 な建造物からの出火が 6 割を占めている（表 1：A・B・C・D・F・H）。大火の な

分 は 5 章で行うが、1915（大正 4）年 8 月には、全半焼合わせて 18 が関係する大火が起っている（表 2：記

事 2）。この時の大火を として、大正天 の 位 を えた同年 10 月には、 条 から 間の 備員とポ

ンプを配置した火災 防を特 に指示されるなど 14)、早くから当局が神経を らせていた地域であった（表 1：記

事 2・3）。 
条新京極 近には、 場・ 居小屋や社寺など大 な建造物が多く集まり、道路も狭く、水道も不十分なた

め、大火になると には 火できないと思われていた 13)。 

つまり、 条新京極では、出火件数が多く、大火になる危険性と に り合わせになっていた地域であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1 の火災に する の要 （ 都 より年代 に ） 

年月日 事タ トル 事要

1 大 4年10月22日 都 の小火
20日 後9時40分 都 の 板の電 が 電し、 付 延焼し火が 時
広が し し 所備付の消火 10分 消火し

2 大 4年10月26日 大 の

住民と し、大 天 の の大 の 間 、 の の 、火災予防
検 し が、11月1日 27日 警 置き、 ン 2 、警備6人 後11時 前6

時 置 こと し 場 以上の 入 こと、 の の区別 こと、 内
し こと、火 不 物質 用 こと、消火 の 験と 用 知 こと

3 大 4年10月29日
火災予防上の
事

の の 間 警 きこと 火災予防 が、 都 警 以 の 事 発 し

き火 コタ 時 し、 ケ 水 火 備 こと、 時 き火 し こと、 火
の 物 置 こと、 置場 地 設置し、火 入 時 こと、 火消 設置

こと、 ラン の容 入 用し し こと、 付 の火 消 こ
と、 の し こと、 子 の手の 物 火 置 こと、 行
し 所 理 こと、 火 付 し し こと、 消火 設置 こと

4 大 5年3月9日 段の火事
8日 前2時 段 の 居小 大 出火し の 発 が遅 、市内 消防

が し 隣の2 延焼し、 2 延焼し 3時 火し 観 用 の の
が ことが と

5 大 5年5月22日 大事
21日 前10時 二 の 万 の仮設興行場気 し 出火し が、 のこ2 焼 火
し が、 の

6 大 6年9月20日 の小火
19日 後1時 千 画の 、 ィル 出火 が が、 内の人間が消火
し大事 観 の入場前の出来事 の 大き

7 大 10年8月31日 二階 出火
29日 後9時10分市内 の 本源 出火、 38分 火し 2階
出火し、天井 焼 時 、消防 の活動と近隣住民 消火活動が し大事

電と

8
大 10年12月13
日

火事 し 13日 後11時40分 出火、 業後 が が消火し、大事
火の不

9 大 12年2月12日 の火事
19日 前11時市内 上 メリ ス と隣 の 合 分付近 出火、 間の 消防の 隣人
が 火 消し止 の 火

10 大 12年6月14日
生 場の出火 12日 後9時5分 二 生 場入口の 電 出火し、 消火し が、 時 場 が

上 、火事の一報 が ニ し一時現場 と

11 大 14年3月1日 の小火
月28日 後5時42分、 区 上 十 地の 出火、 人が大事 前

消火し コタ 入 ば の上 置し ところ、再 出火し

12 大 14年4月4日 の小火 3日 後4時15分 上 理店 出火、 人が消し止 人の火の不

事

（ の の火災 を しており の火災の第１ る） 
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このような 条件下で大 な建造物からの出火が多いにも関らず、「新 データ ース」所 の 10 例中 9 例が

小火で まっていることは注目すべきであろう（表 1：A・C・D・E・F・G・H・I・J）。 
一方で、 条新京極では住民による自 防や が日 的に行われている。自 防や の実態を明らかに

している史 としては、「京極 」15)が げられる。「京極 史」は、新京極の 年 の要 者が執筆したも

のであるため、その自 防や の評価は多少割引いて考える必要がある。しかし、 条新京極の 年 の活動

実態を明らかにしている点では注目すべき史 であろう。「京極 史」には、大正初期に 条新京極の住民が自

らの手で「 防火 備」16)を 置し、1921(大正 10)年には 年 が「自身 」17)を けて 然に火災を防いでい

る。「新 データ ース」の事例では、 年 の活動は発見できなかったが、住人・ 人による火災の発見・ 火

活動への参加が多く見受けられる（表 1：A・D・E・F・G・H・I・J）。 

本章の分 から、 条新京極では、出火件数は多いものの、その多くは小火で まることがわかった。その理

としては、火災が多発する地域だからこそ、 に火災による 害を最小限に えられたのではないかと推 される。 
ただし、そうした火災に 感な 条新京極 近でも、大正期京都で最大の大火が発生している。それについては

次章で検討する。 
 
５． 火 地域

 
本章では、大正期京都の大火の事例について検討を行う。京都は東京・大 、あるいは他の都市とは違い、近

以 、1 千軒・1 軒 の 害を出した大火や震災に した大火に していない。本 で見てきたように、

火災そのものは大正期京都の全域で多数起っているにもかかわらず、他都市のようなスケールの火災が起っていな

いのは、注目すべきである。 
本 では、大正期京都の大火の中でも 害 数が特に大 な 5 つの大火 18)を 出、分 した（表 2）。 出し

た 5 例を分 すると、大火となる火災には共通性があることが み取れる。まず、①道路の幅が狭く人 が密集し

ている（表 2：B・C・D・E）、②防火 の防火 備の整備が い（表 2：A・B・D・E）、 防 の 着に時間

を要した（表 2：A・E）、 比較的大 な建造物から出火（表 2：A E）、 の （表 2：A・B・D・E）や、

天が き建物が していた（表 2：A・B）、というようにインフラの不備や建物の特性と自然条件が重なっ

た地点・場所から延焼していることが指 19)できる。またこうした大火の発生地域が、大正期京都の市街地の

辺部に多く発生していたことは注目してよい（図 1）。 
このような地域は、 京都日出新 上で「新 入地には今日 防の配置が出 て居ら 。 の上水道に

接 する 備の を持って行っても之れ の地には水道 備がな」20)いと早くから問題視されていた。また都市

計画の面でも、大正期京都の 外は「年間 千内外の 屋が市の周囲部に新築」21)されているが、地主が安い 用

で土地を整備したため、 の田 の形状を用いて住宅建 を行っているという 22)。その結果、宅地としては「不

当な不整形極まる田 をそのまま敷地として その ところに い建築」23)し、 の形状は「 る を極め

道路の狭 なるは 論 道路を通ずる一定の 統がなく行きづまりの路次が る多」24)くなっているという。 
一方、前章で分 した 条新京極周辺でも 1924（大正 13）年に「新京極の大火」が発生している。「新京極の大

火」は、上記の大火原因のうち 5 つが重なった「最 」の火災だった。このような状態ではいかに住民が しよ

うと大火を防 ことは出 なかった。また「新京極の大火」の発生地点は、 条新京極の 辺部にあったことが注

目できる。この火災で注目すべきは、 防への通報の れである（表 2：記事 8・10）。火元の明 はこれま

でも何度も出火しており、単 に「体面」にこだわっただけとも考えられる 25)。しかし、京都 の保安課 が出

した対策は、①出火時の素早い通報、②火災報知機の 置、 防 の増 と、主として市民の「努力」を求め

ているのである（表 2：記事 10）。大火を機に、 条新京極の防火対策を 底的に行うことを想起させる当局

の発言は見受けられなかった 26)。 
本章での分 から、大正期京都は、道路の幅員や防火 備が であることなどのインフラの不備や建物の構造、

天 や などの自然条件が重なった時期・場所で、大火が起っていることがわかった。これは引用記事が指 して

いるように、大正期京都の急 な 外化への動きがその要因である。しかし、「新京極の大火」の事例が示すよう

に、場所と条件によっては大火が市内中心部でも起りえたのである。 
こうした大正期京都の大火発生地域と 4 章で取り上げた火災多発地域を比較すると、住民・ 人の活動はあま

り見受けられない。この理 としては、上述した 外化の問題に加え、「新京極の大火」のように出火地点の大  
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２ 火災に する の要 （ 都 より年代 に ） 

年月日 事タ トル 事要

1 大 2年8月21日 前の 火

20日 前2時 の の理 店 出火し の 所 待 の車 が発 し、 手 の 出所
報し、巡 消火活動 付近の住人 消火活動 が火

応援が しここ ース 消火活動が 時 の が き火 延
焼し 近 天 き 住宅が し 火の回 が の 付近 3階建 の 建 が
、消火活動 難 し 市消防の応援 、 水 上水 10数本の ース 消火 が、火
容 消 、4時10分 火し が、2時間 の間 21戸 焼、1戸の 焼と 大被害 出し 火

の理 店の スの 出が

2 大 4年8月21日 二 大火

20日 前10時 の天活 出火し 時 き、人 が密集し こと 、
所 焼き し、両隣 延焼し 所 の消防 、 市 消防 が集 が、付近の

露店 数焼き、 広がろ と 所 と 食 止 、 前11時 火し 出火場所
が 付近の 場 画 興行 止 が この火事 14戸の

焼、4戸の 焼と 害 出し の 居小 2戸、 1戸

3 大 4年8月22日
大火の

日の火事の 、 天 し 建物が密集し、防火設備 火災予防が ことが ろ
以 火し の の 断が 火が 回 、
常 防 こと 、市内 一 気 ン 活用し ことが 火の 手と
電 と が、 と火 の火が ーテン 移 ことが と

4 大 10年5月4日 の大火

3日 後3時 入 入 の 業 次 場の 出火し、 間 隣 隣 隣 延焼
し 上 消防 、在 人 が 数出動し この が 、消火活動が難 し、 焼14戸、 焼4戸の被
害 出し 火 場の ーター と 路地の 被害者達 財 出 き 大 害
火 場のコン の火

5 大 10年5月26日
焼十 戸 焼
戸

25日 前0時10分 区車 前 生 場 材所 出火、 所
焼19戸、 焼4戸の被害 出し、 2時40分 火し 上 両消防 出火 10分後 現場 し が、火の回
が 上 、水の便が 防火 が 、 生車 の防火 ン 車、 気 手動 ン 9本の
ース 入し と 火 この地域 し 建物が 上 、 場 材 が 数 ところ
、 が き、 ースが 所 消火活動 難 し 3 の が 、小 路地 民

が密集し 住宅前 材が と積 被害が広が 要 と 火災の の き火
の不 し

6 大 10年5月26日
消防の 心 一

上 消防 消防 が現場 し 、 上 消防 が し 消火
が と 付近 捜索し が 、 生車 の防火 用し の 気 ン

ース 消火し とこの付近 以前 水の便が 、防火 の 設 市
所と交 が の 回の火災が き この 水 が 市内 心 水 が 、
一時 数の消防 が 用し 、消防の が

7 大 13年1月24日
の

大火 と化
し の

22日 後11時40分 の六 の 場 治 出火、 間 隣の2 延焼し、 の
被害 広 、 きが の 常小学 火し 焼、 の本堂以

焼き、安 が消防 の活 前3時過 消火し この火災 焼42戸、 焼2戸、
3分の1焼 1戸の 45戸が被害

8 大 13年1月24日 消防 の大活動

上 消防
出火時 11時40分 が、12分後 発 報が 、 2分後 市民 の 報が
現場 消防 が し 治 の延焼 防 が、 きが

水の手が こと 防 き この 火災 し の 、水の便の 、機 の不
火し 時 ン が、 水が 口し 市民 この大火 教訓 一 防

火の

9 大 13年1月25日
心 消防自動
車

都 大火災が ところ と 、 の 避難 不便 し し と 消防機
の不備 心配 こと し の大火 火し と ば、 路 ン 自 作

ことが出来 、 の付近 し し ろ 都 ン 車が3 し の 年の
6大都市の 都が一 消防設備が 5 の 市 自動車 7 都 別

保護建 物 が 建物が の 、この 遺 来年 ン 車 1
こと し が、 し し

10 大 13年1月25日

の大火
消防

の不備 し
と の

水 保安
の 大火 都 近来 大火災 が、 の 大の要 消防 の不備 出火時 火
の 治 自力 火し とし 報が遅 、消防 報が 時 し

市内 ン 車3 出動し 活動し が、現場の水 防火用 、水 が 、消火活動が難 し
小学 延焼し 、 用 消防 行 焼 止 の延焼 防 の

こと が消防 の 力 の 後市民 この大火の教訓 基 以 の3点の 行

出火時 報 こと、 火災報知機 設置 、 消防 設

11 大 13年1月26日
学 防火

の学 助 の大火の 、 焼し こと 、以 の 者
学 の 大建 物の火災 、 常の設備 太 き 、 が の 水 防火 設置し、消防
の 自力 消火活動 行 ば このこと 一 市 情し し が、 後 防火
対 行 こと

事

（ の の火災 を しており の火災の第１ る） 
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建造物の社員・ 員の防災意識の違いもあったのではないだろうか。大火発生地域では、その土地に対する帰属

意識が低かったということも、大火の大きな要因の一つとして考えられる。 
 こうした 問題の解決については、1921(大正 10)年の大 の焼 27)、1923(大正 12)年の関東大震災の発生 28)を機

に少しずつ が されていく 子が、「新 データ ース」から える。その な検討は今後の課題として

に りたい。 
 
．お りに 

  
以上、本 で検討してきたように、まず、火災発生地域の特 として大火発生地域と火災多発地域は重ならない

こと、さらに、市内中心部で多発する火災が大火に発 しない理 として、地域住民の対応・意識の が大きいこ

とがわかった。それは、 の が機能しないか、あるいは だと考えられる都市化が急 に んだ地域で、大

火が多く発生していることからもわかる。 
最後に今後の課題について言及して本 を めくくりたい。歴史災害を復原する研究では、本 のように主とし

て 存のデータ ースから災害を 出して、GIS による分 を行っているものが多い。しかし、歴史災害を通じて

近 の災害の防災対策を検討するならば、まずは日本の近 から現 までの都市の発 の経 と課題を み解く

という を れてはならない。そのためには、地図によって一元化されたデータと文献史 を用いた 合的な分

、検討を めることが今後の最大の課題となるだろう。 
 
謝辞：本研究は、文部科学 グローバル COE プログラ 「歴史都市を守る「文化遺産防災学」推 拠点」（2008 年度 ，拠点

リー ー：大 之）の成果の一部である。 

「新 データ ース」の 成には、京都歴史災害史 研究会の 表の 有 先生を初め研究会のメンバーの さんに

お世 になった。また同研究会 表の 有 先生には本 の 成にあたり、「新 データ ース」の Excel データを全

て執筆者に く提供して下さった。また、新 データ ースの記事から、位置情報を 成してくれた、吉田真 さん、

野 さん、 田典子さん、に記して感 の意を示します。 

 

およ  

1) 「 防界の新 力」, 京都日出新 , 1921(大正 10)年 1 月 24 日 . 

 オートバイクの ース 車は、「 防界の新 力」として された。 

 また、 防自動車は、1925(大正 14)年 6 月に 1 台 加配備されている。 防出張所は 1925(大正 14)年 11 月に下京 防 の

分 （所在地は下京区 道松原下る 林 ）で、 年 に昇 している。 
2) 田 : データ ースを用いた防災史研究の可能性, 歴史都市防災論文集 2, pp.1-6, 2008. 

 「新 データ ース」では、在郷 人会や 年 などの半 半民的な といわれた 体の 的な 防 結成や 防活動

への貢献が見受けられる事例を一部 している。しかし、「新 データ ース」の 要を するに まっている。 

3) ・ 本章 ・赤 直 ・松本 ・吉 ・ 平 文: GIS を用いた歴史災害の時空間分 12 世 平安京の

火災を事例に , 人文科学とコン ュータシンポジ 論文集 vol.2007, no.15（情報 理学会シンポジ シリー ）, 
pp.131-138, 2007. 

4) 本章 ・赤 直 ・ ・ 田 ・ 秀 ・吉 ・ 平 文: 13 世 平安京における火災発生地域の復原 GIS

を用いた都市空間構造の分 , 日本地理学会発表要 集 no.75, p104, 2009. 
5) 京都歴史災害研究会: 京都歴史災害研究 8, 2008. 
6) 前 2) . 

 「新 データ ース」の内 の検討は本文に記 した通り、本 執筆者の一人の 田によって行われている。 
7) 前 2), pp.2- 3. 

 「新 データ ース」は大正期京都火災の発生 向を捉えていることが 認されている。 

 ただし「新 データ ース」は、新 という性 上ある の「フ ルタ」がかかっていることは 定しえない。そのような

意味では、データの いに注意が必要である。 

8) 本 で対象とする京都市域外の火災も している。 
9) 今回は、ESRI 社の ArcGIS9.2 を用いた。 
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10) ① 地 部: 京都北部, 1909 (明 42)年 1912(大正元)年 版, 1912(大正元)年 8 月 25 日  同 8 月 30 日発行. 

② 地 部: 京都南部, 1909 (明 42)年 1912(大正元)年 版, 1912(大正元)年 8 月 10 日  同 11 月 15 日発行. 

地 部: 大原野, 1909 (明 42)年 1912(大正元)年 版, 1912(大正元)年 9 月 25 日  同 9 月 30 日発行. 

地 部: , 1909 (明 42)年 1912(大正元)年 版, 1912(大正元)年 11 月 25 日  同 11 月 30 日発行. 
11) 「新 データ ース」には、防災 伝や火災の統計記事なども んで 成されている。ただし、防災 伝や統計記事は本

では割愛し、火災記事は 1,095 件になった。 
12) この点に関しては、 4 章で後述する。 
13) ①「学 に防火 備を 」, 京都日出新 , 1924(大正 13)年 1 月 25 日 . 

   学 の防火 備の不備を早急に すべきとしている。 

   ②「 防 の大活動」, 京都日出新 , 1924(大正 13)年 1 月 24 日 . 

   水道や道路の幅員の狭さから 条新京極 近で大火が起りやすいことを指 している。 

   「心 い 防自動車」, 京都日出新 , 1924(大正 13)年 1 月 25 日 . 

14) 「大典中の新京極」, 京都日出新 , 1915(大正 4)年 10 月 26 日. 
15) 田中 之助: 京極 史, 新 京都 書 行会, 新 京都 書 1  , 川書 , pp.348-516, 1987. 
16) 前 15), p404. 
17) 前 15), p485. 

 「自身 」の 防活動については、p486 に されている。 
18) 本 で言う大火とは、 京都日出新 において、大火として報じられている 10 軒以上の 害を受けた火災を指す。ただし

本 では、特に 害の大きかった上位 5 位の大火を取り上げて検討している。その理 は、図 1・2 にも示している通り、

害 が 17 軒を境に二極化しており、その原因を探ることでより大正期京都の大火の検 を められると考えたからである。 

また表 2 に げた大火以外に、1917(大正 6)年 2 月 22 日 に されている「 学 村の大火」も、17 軒に 害を与えた

「大火」である。しかし、今回本 が対象としている京都に 学 村は まれないため割愛した。

19) 表 2 の記事要 からわかるように、大火であっても報道内 に があり、記事からは大火の 要がうまく み取れないも

のもあった。 
20) 「 ンと つたら困る西 防」, 京都日出新 , 1919(大正 8)年 6 月 30 日 . 
21) 「都市計画上の土地区画整理（一）」, 京都日出新 , 1925(大正 14)年 5 月 27 日 . 
22) 前 21). 
23) 前 21). 

24) 前 21). 
25) 「 場の火事に の い火の 小 の 間」, 京都日出新 , 1924(大正 13)年 1 月 24 日 . 
26) 「東都の震災に み京都市都計案の根本的変更」, 京都日出新 , 1923(大正 12)年 10 月 11 日 . 

1923（大正 12)年 10 月に、関東大震災を とし、近 的な都市計画が立案される。 条 を 火建築にする計画が持ち

上がっている。1924（大正 13）年には、 を受けながらも道路拡張などの一部が実行されている。それにも関わらず、

条新京極の火災への 性に対する言及と都市計画を関連づけた発言がされていないのは注目すべきであろう（表 2：記事

9）。また、自 的な 防 備の 置を める記事も されており、その点も 味 い（表 2：記事 11）。 
①「 条高 大 全焼」, 京都日出新  , 1921(大正 10)年 8 月 16 日 . 

  ②「防火 備のない木造の大建築は危険」・「 の市街建築」, 京都日出新 , 1919(大正 8)月 17 日 . 
   大 は 1921(大正 10)年 8 月 16 日に全焼している。この時、防火 備のない木造大 建造物の危険性が認識され、市内

中心部の大 建造物をコンクリート造 の 火建築にするよう 京都日出新 上で議論が 開されている。 
27)「 の場合に備えんと 防員千 の大増員」, 京都日出新 , 1923(大正 12)年 9 月 15 日 .

   関東大震災後の京都では 々な防災関連の議論がなされる。例えば、大震災と火災で水道が えなくなった時に備えた「破

防」を行う人員の 保を京都 部 が求めている。 
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